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ナノテク・材料科学技術の今後の推進方策

1) 今後のナノテク・材料科学はどうあるべきか、どうすべきか
2)    特に重点的に実施すべき具体的な研究開発課題
3) 物性研究における化学と物理の連携について （実例と提案)
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1)   今後のナノテク・材料科学はどうあるべきか、どうすべきか

これまでのイノベーション創造プログラムへの企業の参画が少ない。産官学いずれにも
魅力あるハブとすること。両サイドのコミュニケーション頻度を上げる事が重要。人事の
流動化、若手人材育成

マテリアルズ・インフォマティクスの推進

情報科学と材料化学を融合した新たな材料設計手法を確立、未知なる革新的機能を有
する材料の開発を加速する。インフォマティクスを活用しこれまでに蓄積された大規模
データベースから情報をピックアップし物性予測を行った上で、シミュレーションを活用し
て材料特性を予測。材料創製までの期間を大幅短縮。

。

分野横断的な、横串的役割を果たすという特徴を活かし、異分野融合研究を触発す
ることにより、新しいイノベーションを創出をめざす

府省の枠を超えた有機的な連携が可能と成る仕組み作りを進める
戦略的イノベーション創造プログラム(SIP),革新的研究開発推進プログラム(ImPACT)
等を推進

研究開発法人、産官学の英知が結集するイノベーションハブを形成、国際競争力強
化のための戦略作り産官学総掛かりで実施する。



グローバル時代に活躍できる研究者,人材の育成
基礎の勉強を重視、基礎力を身につけ広い興味を持つ人材の育成．グローバ
ルCOE, リーディング大学院（産官学にわたるグローバルに活躍するリーダーの
育成）、大学における企業の最先端研究の講義、海外留学の経験を若手教員、
ポスドク、学生に持たせる 博士課程進学者が増えない。奨学金の問題、就職

問題が原因か。

大型共用研究施設・設備の十分な活用
利用採択数の増加。運転時間の延長。産業利用への支援の増加。

施設・設備、解析の外部利用支援の充実。技術の高度化に携わる専門人材の
育成とキャリアパスの整備の必要性。 産学、人材を長期的・安定的に確保す
る方策を打ち出す必要がある。
大学においては、人員削減により施設・設備利用支援者の減少。

新素材・新技術・新産業の社会受容
知的財産権の獲得やEHS（環境・健康・安全）やELSI（倫理・規制・社会上の課
題）、関連する国際標準・規格(ISO,IEC)等の活動をしっかり行う



２）特に重点的に実施すべき具体的な研究開発課題 （CRDS、永野フェロー）



ヨーロッパ、アメリカ、中国、韓国、シンガポール等では応用に向
けて大きな予算が出されている。

グラフェンの応用はかなり多方面の渡り、タッチパネル用透明電
極、DNA等のシークエンサー、人口視覚、エレクトロニクス/スピン
トロニクス材料、触媒他、多数の応用が検討され、実用化に向け
た展開がされている。ヨーロッパでは10年間で1300億円のプロ
ジェクトがgrapheneとbrain scienceの2つで進められ、grapheneは
Graphene Flagshipと名付けれれている。

Graphene Flagship



3)物性研究における化学と物理の連携について （実例とハブへの提案）

日本における物質開発の優位性
について (Physics Today 
Aug,2007)

2003年にBell研究所A. Ramirez等
により米国エネルギー省のサ
ポートを受けworkshop（”Future 
Directions of Design, Discovery 
and Growth of Single Crystals for 
Basic Research”)が開かれた
分子性結晶の物性に関する研究
について、日本では、物質合成・
物性評価・理論的解析のそれぞ
れの分野で独自な研究が展開さ
れると同時にそれらの間の有機
的な連携体制が構築されており、
諸外国から注目されている。





二次元化 分子設計（バンド計算） 超伝導
新しい概念 新しい手法 新物質開発

BEDT-TTF

提案

ハブにおける試料
作成支援室を設置


